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   北方町公私連携保育法人募集要項 

令和３年５月２０日 

 

１ 応募資格 

  次に掲げる要件のすべてを満たす者であること。 

（１）保育所（幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園、小規模保育所を含む。）

もしくは幼稚園（以下「保育所等」という。）を、現に運営している又は令和３年度

中に運営しようとする岐阜県内に事務所を置く社会福祉法人又は学校法人（以下「保

育法人」という。） 

（２）認定こども園を運営するために必要な経営基盤及び社会的信望を有し、社会福祉事

業に熱意と識見を有すること。 

（３）町の教育・保育行政を理解し、これに積極的に協力すること。 

（４）幼保連携型認定こども園の設置にあっては、就学前の子どもに関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第１７条第２項各号

に掲げる基準に該当しないこと。 

（５）保育所型認定こども園の設置にあっては、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第３５条第５項第４号に掲げられた基準に該当しないこと。 

（６）役員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第９条第２１号ロに規定する役員をいう。）が暴力団員（同法第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。）でないこと。 

（７）運用財産として公私連携幼保連携型認定こども園又は公私連携保育所型認定こども

園（以下「公私連携型認定こども園」という。）の年間運営費の１２分の１以上の現

金又は預金を有していること。 

（８）公私連携型認定こども園の運営にあたっては、関係法令及び町条例を遵守すること。 

  ※保育法人が設置・運営主体となり、町は、保育法人と連携し、土地や建物等の設置（又

は改修等）の支援を行うとともに運営に関与する。保育法人は、町による公私連携保育

法人の指定及び町との協定の締結により、岐阜県知事の認可に代わり、町を経由して岐

阜県知事に届け出ることにより公私連携保育法人となり、公私連携型認定こども園を設

置することができる。 

２ 募集を行う保育所 

 町立北方東保育園及び北方南保育園（以下「募集保育所」という。） 

 ※１法人２箇所の応募も可。 

３ 事業の開始予定年月日 
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募集保育所のうち町立北方東保育園は、令和７年４月１日開園（協定開始は令和５年４

月１日から）、町立北方南保育園は、令和９年４月１日開園（協定開始は令和７年４月１

日から）の予定とする。 

４ 募集保育所の園児について 

募集保育所の利用児童（以下「園児」という。）について、保護者が引き続き当該募集

保育所での利用を希望する場合は、公私連携型認定こども園移行以後も当該園児を引き継

ぐものとする。 

５ 財産の取り扱い等 

  公私連携型認定こども園に移行する際の財産の取り扱いについては、次の各号によるこ

ととし、公私連携型認定こども園の移行後は、施設の維持・修繕・工事等についても公私

連携保育法人の費用で行うこと。ただし、町は公私連携保育法人と連携して安定的で継続

した教育・保育の提供ができるよう、公私連携保育法人と支援の方法について協議する。 

 （１）土地、建物、附属設備、工作物、備品等 

  募集保育所が管理する建物、建物に附属する設備、工作物、備品等（リース物件等は除

く。）については無償譲渡（譲渡した備品等は、町と公私連携保育法人で確認を行ったう

えで別途目録を作成する。）を前提とし、土地については、無償貸与を前提とするが、建

替え又は改修工事等を行う場合は、協議内容に基づき協定締結後、事業の開始予定年月日

までに行うこと。 

 （２）消耗品等 

  消耗品等は、公私連携保育法人が調達する。 

６ 保育事業等 

  民営化により保育環境が変わるため、公私連携保育法人は園児や保護者が感じる負担を

最小限にするよう努め、保護者と公私連携型認定こども園が共に子育てに取り組んでいく

など相互理解を図りながら、安定的で継続した公私連携型認定こども園の運営に努めると

ともに次に掲げる保育事業等を実施すること。 

（１）北方町の子ども・子育て支援行政を理解し、町民の就学前教育・保育ニーズに応じ

て、次の事業等を実施することを基本とするが、実情に応じて内容を変更し、町と協

議のうえ実施するものとする。 

 ア 【北方東保育園】０歳児（６か月児程度）から５歳児までの保育を実施し、認可定

員１２０名（満３歳未満児４０名、満３歳以上児８０名）規模の教育・保育事業 

   【北方南保育園】０歳児（６か月児程度）から５歳児までの保育を実施し、認可定

員１５０名（満３歳未満児５０名、満３歳以上児１００名）規模の教育・保育事業 

 イ 保育時間（午前７時３０分から午後６時３０分まで）・延長保育（午後７時まで） 
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   ※教育時間については別途協議する。 

 ウ 土曜日の全日保育 

 エ 障がい児保育の実施 

 オ 一時預かり事業 

 カ 地域の未就園児及び保護者に対する施設開放など地域の子育て支援、災害時におけ

る避難所に係る事業 

 キ 自園調理 

（２）公私連携保育法人の費用で第三者評価を受審し、受審後その結果を公表すること。 

（３）職員の配置は、認定こども園に関連する法令等に定めるもののほか次によること。 

 ア 公私連携保育所型認定こども園の施設長は、児童福祉法第７条第１項に規定する児

童福祉施設において主任保育士又はこれに相当する職以上として３年以上の勤務実

績を有する者であること 

イ 教育及び保育に直接従事する職員（以下「保育士等」という。）の構成は、年齢の

バランスに配慮するとともに、保育士等として実務経験３年以上の者が概ね３分の１

以上含まれていること 

（４）募集保育所の新名称は、地域特性を生かした名称とすること。 

７ 募集等 

 （１）募集期間：令和３年６月３日（木）から８月２日（月）まで。 

   ※土・日・国民の祝日を除く平日の午前９時～午後５時の間に「北方町公私連携保育

法人指定申請書」及び添付書類一式（以下「指定申請書」という。）を北方町福祉子

ども課（電話０５８－３２３－１１１９）まで提出すること。 

   ※指定申請書の提出にあたっては、提出部数をよく確認すること。 

   ※指定申請書の作成及び提出に関する費用は、保育法人の負担とする。 

   ※提出された指定申請書は返却しないものとする。 

   ※本要項に関する質問事項は、別紙「質問票」により７月１２日（月）１７時までに、

福祉子ども課へ提出すること。後日ホームページ上で回答する。 

 （２）施設見学及び施設平面図等の確認（特段の期間の定め無し） 

   施設見学については直接募集保育所に連絡を入れ、日程を調整の上、施設・設備等を

見学すること。必要に応じて福祉子ども課職員が立ち会う。 

   また、応募にあたり募集保育所の施設平面図等の確認が必要な場合は、福祉子ども課

に連絡し図面の確認等の依頼をすること。 

 （３）保育法人の審査等 

  ア 基礎審査 
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福祉子ども課においてあらかじめ応募資格や条件の適否等について、提出された書類

により書類審査の一部として基礎審査を行う。 

基礎審査により、保育法人の現況が「１応募資格」の要件を満たしていない場合は、

書類審査及びプレゼンテーション審査に付さないこととし、その旨を当該保育法人に対

し通知する。 

  イ 書類審査 

応募者から提出された申請書の記載内容並びに添付書類を審査する。 

書類審査にあたり、追加で審査書類の提出を求める場合がある。 

  ウ プレゼンテーション審査 

   応募者によるプレゼンテーションにより、事業内容等を審査する。 

  エ 公私連携保育法人候補者の選定について 

審査方法：書類審査及びプレゼンテーション審査（以下「プレゼン」という。）に基

づき実施 

   審査時期：１０月上旬頃（日程は応募保育法人に後日連絡） 

   審査機関：北方町公私連携保育法人選定委員会にて審査 

    ※説明及び質疑応答時間はそれぞれ２０分程度を予定。説明者は２人以内とするこ

と。ただし、パワーポイントなどを使う場合のパソコン操作者は含まない。 

審査結果：応募者に対しては文書により通知するとともに公私連携保育法人候補者と

して選定した事業者名は町ホームページにて公表し、その他の事業者名は

公表しない。 

    ※審査内容及び選考結果等に関する異議には応じない。 

  オ その他 

   ①「北方町公私連携型認定こども園選定基準」の評価項目の全項目について説明を求

め、説明の最後に質疑応答の時間を設ける。 

   ②パワーポイントを使用してのプレゼンで液晶プロジェクター、スクリーン等が必要

となる場合には、事前に福祉子ども課と打ち合わせをすること。 

   ③プレゼン資料（提案書）については、プレゼンの７日前までに北方町公私連携保育

法人選定委員会委員へ配付する予定のため、事前提出となる。（提出部数は別途指

示する。） 

   ④提出されたプレゼン資料（提案書）は期限内であっても、訂正・差替えは認めませ

ん。 

８ 公私連携保育法人候補者 

プレゼンで第１順位と選定された保育法人については、公私連携保育法人候補者として、
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改めて北方町と協議し、協議成立後、仮協定を締結する。協議が成立しない場合や辞退が

あった場合は、第２順位の保育法人と協議を行う。 

※プレゼンでの内容は、仮協定締結事項の前提であるが、町の意向や募集保育所の保護

者からの要望等により、変更となる場合がある。 

 ＜（仮）協定締結事項＞ 

  ①協定の目的となる公私連携型認定こども園の名称及び所在地 

  ②公私連携型認定こども園における教育・保育・子育て支援事業に関する基本的事項 

  ③町による必要な設備の貸付け、譲渡その他の協力に関する基本的事項 

  ④協定の有効期間 

  ⑤協定に違反した場合の措置（改善計画等） 

  ⑥その他公私連携型認定こども園の設置及び運営に関し必要な事項 

９ 公私連携保育法人の指定（令和５年３月以降予定） 

  公私連携保育法人は、施設等の無償貸与、必要な条例改正などの議会付議事項の議決後、

正式な協定を締結し、その後に公私連携保育法人として指定する。 

  公私連携保育法人は、公私連携型認定こども園の各事業開始日までに、事業の運営に必

要な手続き（定款の変更、各種届出等）を適正に処理すること。 

  ※議決が得られない場合は事務を停止することとなるが、町は損害賠償等の責任は一切

負わない。 

１０ 協定の有効期間、協定の特約事項 

 （１）協定期間 

    当初の協定期間は、１０年とする。 

    その後の協定期間については、協議のうえ決定する。 

    ※運営上の問題がない限り、引き続き継続していくことを想定しています。 

 （２）協定に違反した場合は、町の指導に従うこと。ただし、協定を継続し難い重大な背

信行為があった場合等については協定を解除することがある。この場合、町は損害賠

償等の責任は一切負わない。 

１１ 保育の引継ぎ 

  保育内容及び運営業務の円滑な引継ぎの実施のため、公私連携保育法人は事業の開始予

定年月日の前年度を引継ぎ期間として町立保育園に職員を派遣し、引継ぎを受けるものと

する。引継ぎの開始時期や実施場所等の内容については別途協議する。 

 また、町立保育園に勤務する会計年度任用職員のうち公私連携型認定こども園の職員と

なることを希望する者については、積極的に採用するよう別途協議する。 

１２ 公私連携保育法人への支援等 
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  町は公私連携保育法人と連携して安定的で継続した教育・保育の提供ができるよう、支

援を含め運営等に関与していきます。ただし、具体的な支援の方法については町の財政状

況等を鑑みながら検討することとし、公私連携保育法人と別途協議する。 

１３ その他 

  この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別途協議する。  
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北方町公私連携型認定こども園選定基準 

 区分 審査・評価項目 

 法人の概要 ①法人概要、沿革、保育所等の運営経験 

②理念、応募の動機・理由 

法人の経営状況 ①法人の経営状況、将来性 

②法人の第三者評価についての考え方 

 全体計画 ①基本理念、認定こども園の種類、定員等 

②開園日・開園時間 

③教育・保育方針 

④組織計画 

収支計画 ①収支予算計画 

②保育料以外の実費徴収等 

職員配置の考え方等 ①職員の配置、人材育成の考え方（人数、経験年数等） 

安全対策・危機管理体制 ①安全対策・危機管理体制 

 教育・保育内容 ①教育・保育計画の概要 

支援を必要とする園児（利

用児童）等への対応 

①障がいのある園児やその他支援を要する園児への配慮及びその

保護者への対応等 

②虐待の疑いにより支援が必要な園児への配慮及びその保護者へ

の対応 

給食 ①給食提供の方法 

②アレルギー症状のある園児への配慮及びその保護者への対応 

③食育計画 

子育て支援 ①地域の子育て支援の方法 

②地域との連携・交流 

公私連携型認定こども園と

して配慮する点 

①保護者等との連携 

②小学校との接続 

③特色ある取り組みや提案 

④施設整備計画 

町内の公私連携型認定こど

も園や町立認定こども園等

との連携 

①町内の公私連携型認定こども園や町立認定こども園等との連携

②１法人が２箇所の公私連携型認定こども園の運営をする場合

等、募集保育所同士の連携 

組
織
・
体
制
等 

法
人
運
営 

教
育
・
保
育
の
提
供
内
容
等 
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（参考１） 

町立北方東保育園の現状 

令和３年４月１日基準 

入園児 １歳児から５歳児 

基本保育時間 ８時３０分 ～ １６時３０分 

開設時間（最大） ７時３０分 ～ １８時３０分 

※延長保育なし 

保育日 月曜日～金曜日 

土曜日（ただし、最大７時３０分～１２時００分） 

休業日 日曜日・祝日・国民の休日 

年末年始（１２月２９日～１月３日） 

主な諸費用 

※用品について

は参考価格とな

ります 

スモック ２，５００円 

体操服 白半袖シャツ ２，１００円 

黒ハーフパンツ１，３００円 

紺ショートパンツ １，４００円程度 

カラー帽子 ８００円程度 

おしらせ袋 ２００円、ハサミ ３４５円 

日本スポーツ振興センターの 

災害共済給付制度加入負担金 ２４０円／年額 

保護者会費 ２５０円／月 

主食代１，０００円／月、副食代３，０００円／月 

 

 

〇入園児の推移              ※各年４月１日基準 （単位：人） 

 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｒ２ Ｒ３ 

０歳児 ２ ０ １ ０ ０ 

１歳児 ７ １０ １１ ５ ６ 

２歳児 １２ １２ １１ １２ １０ 

３歳児 ２０ １９ １８ １７ １３ 

４歳児 １１ ２０ ２０ １９ １８ 

５歳児 １６ １１ ２０ １８ ２０ 

合 計 ６８ ７２ ８１ ７１ ６７ 

 

〇町立北方東保育園の位置及び面積（※延べ床・建築面積は竣工図面より算出） 

位 置 敷地面積 延べ床面積 建築面積 

北方町北方７３番地の１ 2,927.02 ㎡ 773.12 ㎡ 594.60 ㎡
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土地図面 

 

 位置図 

 北方町大字北方字春日７３番１（町立北方東保育園）付近 

 

※縮尺なし 

 

 

 

 

 

（参考２） 

この図面は位置的なものを示す

ものであり、境界等については

法的な根拠はありません。 
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町立北方南保育園の現状 

令和３年４月１日基準 

入園児 ０歳児（６か月児）から５歳児 

基本保育時間 ８時３０分 ～ １６時３０分 

開設時間（最大） ７時３０分 ～ １９時００分 

※延長保育（１８時３０分 ～ １９時００分） 

保育日 月曜日～金曜日 

土曜日（ただし、最大７時３０分～１２時００分） 

休業日 日曜日・祝日・国民の休日 

年末年始（１２月２９日～１月３日） 

主な諸費用 

※用品について

は参考価格とな

ります 

スモック ２，５００円 

体操服 白半袖シャツ ２，１００円 

黒ハーフパンツ １，３００円 

紺ショートパンツ １，４００円程度 

カラー帽子 ８００円程度 

おしらせ袋 ２００円、ハサミ ３４５円 

日本スポーツ振興センターの 

災害共済給付制度加入負担金 ２４０円／年額 

保護者会費 ２５０円／月 

主食代１，０００円／月、副食代３，０００円／月 

※延長保育を受ける方は、おやつ代１，０００円／月 

 

〇入園児の推移              ※各年４月１日基準 （単位：人） 

 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｒ２ Ｒ３ 

０歳児 ５ ４ ７ １ ４ 

１歳児 ２１ １８ １８ １６ １５ 

２歳児 ２３ ２３ １９ １９ ２１ 

３歳児 ３２ ３６ ３１ ２５ ３６ 

４歳児 ３６ ３１ ３５ ２８ ２６ 

５歳児 ４４ ３８ ２９ ３７ ３０ 

合 計 １６１ １５０ １３９ １２６ １３２ 

 

〇町立北方南保育園の位置及び面積（※延べ床・建築面積は竣工図面より算出） 

位 置 敷地面積 延べ床面積 建築面積 

北方町高屋勅使１丁目５２番地 3,458.65 ㎡ 1,137.60 ㎡ 1,040.38 ㎡

土地図面 
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 位置図 

 北方町高屋勅使１丁目５２番１（町立北方南保育園）付近 

 

※縮尺なし 

 

 

 

 

 

（参考資料） 

○就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（抜

この図面は位置的なものを示す

ものであり、境界等については

法的な根拠はありません。 
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粋） 

(設置等の認可) 

第１７条 国及び地方公共団体以外の者は、幼保連携型認定こども園を設置し

ようとするとき、又はその設置した幼保連携型認定こども園の廃止等を行お

うとするときは、都道府県知事(指定都市等の区域内に所在する幼保連携型認

定こども園については、当該指定都市等の長。次項、第３項、第６項及び第

７項並びに次条第１項において同じ。)の認可を受けなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の設置の認可の申請があったときは、第１３条第１

項 の条例で定める基準に適合するかどうかを審査するほか、次に掲げる基

準によって、その申請を審査しなければならない。 

一 申請者が、この法律その他国民の福祉若しくは学校教育に関する法律で政

令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金

の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまで

の者であるとき。 

三 申請者が、第２２条第１項の規定により認可を取り消され、その取消しの

日から起算して５年を経過しない者であるとき。ただし、当該認可の取消し

が、幼保連携型認定こども園の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分

の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該幼保連携型認

定こども園の設置者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他

の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども園の設置者が有していた責任

の程度を考慮して、この号本文に規定する認可の取消しに該当しないことと

することが相当であると認められるものとして主務省令で定めるものに該当

する場合を除く。 

四 申請者が、第２２条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る行政手

続法第１５条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分を

しないことを決定する日までの間に前項の規定による幼保連携型認定こども

園の廃止をした者(当該廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該

幼保連携型認定こども園の廃止の認可の日から起算して５年を経過しないも

のであるとき。 

五 申請者が、第１９条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予

定日(当該検査の結果に基づき第２２条第１項の規定による認可の取消しの

処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として主務省

令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日

から１０日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。)ま

での間に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした者(当該廃

止について相当の理由がある者を除く。)で、当該幼保連携型認定こども園の
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廃止の認可の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

六 申請者が、認可の申請前５年以内に教育又は保育に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

七 申請者の役員又はその長のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなるまでの者 

ロ 第１号、第２号又は前号に該当する者 

ハ 第２２条第１項の規定により認可を取り消された幼保連携型認定こども

園において、当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知

があった日前６０日以内にその幼保連携型認定こども園の設置者の役員又

はその園長であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないも

の(当該認可の取消しが、幼保連携型認定こども園の認可の取消しのうち当

該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止する

ための当該幼保連携型認定こども園の設置者による業務管理体制の整備に

ついての取組の状況その他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども

園の設置者が有していた責任の程度を考慮して、この号に規定する認可の取

消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして主

務省令で定めるものに該当する場合を除く。) 

ニ 第四号に規定する期間内に前項の規定により廃止した幼保連携型認定こ

ども園(当該廃止について相当の理由がある幼保連携型認定こども園を除

く。)において、同号の通知の日前６０日以内にその設置者の役員又はその

長であった者で当該廃止の認可の日から起算して５年を経過しないもの 

 

〇児童福祉法（抜粋） 

第３５条 

５ 都道府県知事は、保育所に関する前項の認可の申請があつたときは、第４

５条第１項の条例で定める基準(保育所に係るものに限る。第８項において同

じ。)に適合するかどうかを審査するほか、次に掲げる基準(当該認可の申請

をした者が社会福祉法人又は学校法人である場合にあつては、第４号に掲げ

る基準に限る。)によつて、その申請を審査しなければならない。 

（１）当該保育所を経営するために必要な経済的基礎があること。 

（２）当該保育所の経営者(その者が法人である場合にあつては、経営担当役員

とする。)が社会的信望を有すること。 

（３）実務を担当する幹部職員が社会福祉事業に関する知識又は経験を有する

こと。 

（４）次のいずれにも該当しないこと。 

イ 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなるまでの者であるとき。 



- 14 - 

 

ロ 申請者が、この法律その他国民の福祉若しくは学校教育に関する法律 

で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

ハ 申請者が、労働に関する法律の規定であつて政令で定めるものにより 

罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

るまでの者であるとき。 

ニ 申請者が、第５８条第１項の規定により認可を取り消され、その取消し

の日から起算して５年を経過しない者(当該認可を取り消された者が法人

である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規

定による通知があつた日前６０日以内に当該法人の役員等であつた者で

当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み、当該認可を取

り消された者が法人でない場合においては、当該通知があつた日前６０日

以内に当該保育所の管理者であつた者で当該取消しの日から起算して５

年を経過しないものを含む。)であるとき。ただし、当該認可の取消しが、

保育所の設置の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由とな

つた事実及び当該事実の発生を防止するための当該保育所の設置者によ

る業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して

当該保育所の設置者が有していた責任の程度を考慮して、ニ本文に規定す

る認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められる

ものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

ホ 申請者と密接な関係を有する者が、第５８条第１項の規定により認可 

を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過していないとき。

ただし、当該認可の取消しが、保育所の設置の認可の取消しのうち当該認

可の取消しの処分の理由となつた事実及び当該事実の発生を防止するた

めの当該保育所の設置者による業務管理体制の整備についての取組の状

況その他の当該事実に関して当該保育所の設置者が有していた責任の程

度を考慮して、ホ本文に規定する認可の取消しに該当しないこととするこ

とが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該

当する場合を除く。 

ヘ 申請者が、第５８条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る行 

政手続法第１５条の規定による通知があつた日から当該処分をする日又

は処分をしないことを決定する日までの間に第１２項の規定による保育

所の廃止をした者(当該廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当

該保育所の廃止の承認の日から起算して５年を経過しないものであると

き。 

ト 申請者が、第４６条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決 

定予定日(当該検査の結果に基づき第５８条第１項の規定による認可の取

消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日と
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して厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当

該検査が行われた日から１０日以内に特定の日を通知した場合における

当該特定の日をいう。)までの間に第１２項の規定による保育所の廃止を

した者(当該廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該保育所の

廃止の承認の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

チ ヘに規定する期間内に第１２項の規定による保育所の廃止の承認の申

請があつた場合において、申請者が、ヘの通知の日前６０日以内に当該申

請に係る法人(当該保育所の廃止について相当の理由がある法人を除く。)

の役員等又は当該申請に係る法人でない保育所(当該保育所の廃止につい

て相当の理由があるものを除く。)の管理者であつた者で、当該保育所の

廃止の承認の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

リ 申請者が、認可の申請前５年以内に保育に関し不正又は著しく不当な 

行為をした者であるとき。 

ヌ 申請者が、法人で、その役員等のうちにイからニまで又はヘからリまで

のいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

ル 申請者が、法人でない者で、その管理者がイからニまで又はヘからリま

でのいずれかに該当する者であるとき。 

 

〇暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（抜粋） 

(定義) 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号 に定めるところによる。 

（６）暴力団員 暴力団の構成員をいう。 

(暴力的要求行為の禁止) 

第９条 指定暴力団等の暴力団員(以下「指定暴力団員」という。)は、その者

の所属する指定暴力団等又はその系列上位指定暴力団等(当該指定暴力団等

と上方連結(指定暴力団等が他の指定暴力団等の構成団体となり、又は指定暴

力団等の代表者等が他の指定暴力団等の暴力団員となっている関係をいう。)

をすることにより順次関連している各指定暴力団等をいう。以下同じ。)の威

力を示して次に掲げる行為をしてはならない。 

（２１） 行政庁に対し、自己若しくは次に掲げる者(以下この条において「自

己の関係者」という。)がした許認可等(行政手続法(平成５年法律第８８号)

第２条第３号に規定する許認可等をいう。以下この号及び次号において同

じ。)に係る申請(同条第３号に規定する申請をいう。次号において同じ。)

が法令(同条第１号に規定する法令をいう。以下この号及び次号において同

じ。)に定められた許認可等の要件に該当しないにもかかわらず、当該許認

可等をすることを要求し、又は自己若しくは自己の関係者について法令に

定められた不利益処分(行政庁が、法令に基づき、特定の者を名宛人として、



- 16 - 

 

直接に、これに義務を課し、又はその権利を制限する処分をいう。以下こ

の号及び次号において同じ。)の要件に該当する事由があるにもかかわらず、

当該不利益処分をしないことを要求すること。 

イ 自己と生計を一にする配偶者その他の親族(婚姻の届出をしていない 

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者及び当該事情にある者の親族を

含む。) 

ロ 法人その他の団体であって、自己がその役員(業務を執行する社員、取

締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる

名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、

取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと

認められる者を含む。第３２条第１項第３号において同じ。)となってい

るもの 

ハ 自己が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な

影響力を有する者(ロに該当するものを除く。) 


